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里親養育包括支援（フォスタリング）事業の実施について 

 

 

家庭は、子どもの成長・発達にとって最も自然な環境であり、子どもが家庭におい

て心身ともに健やかに養育されるよう、その保護者を支援することが重要である一

方、家庭で適切な養育を受けられない場合には、家庭に近い環境での養育を推進する

ことが重要である。 

このため、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）では、国及び地方公共団体は、

子どもを家庭において養育することが困難であり又は適当でない場合にあっては、ま

ずは、子どもが養子縁組や里親、小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）と

いった「家庭における養育環境と同様の養育環境」において継続的に養育されるよう、

必要な措置を講ずることとしている。 

また、里親のリクルート及びアセスメント、里親登録前後及び委託後における里親

に対する研修、子どもと里親のマッチング、子どもの里親委託中における里親養育へ

の支援、里親委託措置解除後における支援に至るまでの一貫した里親支援を行うとも

に、養子縁組に関する相談に応じ、援助を行うことを都道府県（児童相談所）の業務

として位置付けている。 

平成 30 年７月６日には、質の高い里親養育を実現するため、フォスタリング業務

の在り方をできる限り具体的に提示することを目的として、都道府県（児童相談所）

が行うべきフォスタリング業務の実施方法及び留意点等を示すとともに、当該業務を

民間機関に委託する場合における留意点及び民間機関と児童相談所との関係の在り

方等について示した「フォスタリング機関（里親養育包括支援機関）及びその業務に

関するガイドライン」を取りまとめた。 

これらを踏まえ、今般、里親支援等の業務を総合的に実施するため、別紙のとおり

「里親養育包括支援（フォスタリング）事業実施要綱」を定め、平成 31 年４月１日

から実施することとしたので、その適正かつ、円滑な実施を期せられたく通知する。 

都 道 府 県 知 事 

指 定 都 市 市 長 

中 核 市 市 長 

児童相談所設置市市長 



なお、東京都知事におかれては、貴管内の特別区の長への周知につきご配慮願いた

い。 

 

この通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基

づく技術的な助言である。 

おって、平成 29 年３月 31 日雇児発第 0331 第 44 号「里親支援事業の実施について」

は、平成 31 年３月 31 日限りで廃止する。 

  



（別紙） 

 

里親養育包括支援（フォスタリング）事業実施要綱 

 

第１ 目的 

全ての子どもは、適切に養育され、その生活を保障されること、また、心身の健

やかな成長及び発達並びにその自立が図られることなどその他の福祉を等しく保

障される権利を有している。 

このため、子どもを家庭において養育することが困難であり又は適当でない場合

にあっては、家庭における養育環境と同様の養育環境において継続的に養育される

よう、養子縁組や里親又は小規模住居型児童養育事業を行う者（ファミリーホーム）

（以下「里親等」という。）への委託を一層推進することが重要である。 

この里親等への委託を推進するため、里親のリクルート及びアセスメント、里親

登録前後及び委託後における里親に対する研修、子どもと里親のマッチング、子ど

もの里親委託中における里親養育への支援、里親委託措置解除後における支援に至

るまでの一貫した里親支援（以下「フォスタリング業務」という。）及び養子縁組

に関する相談・支援を総合的に実施することを目的とする。 

 

第２ 実施主体及び里親支援機関の指定 

１ 実施主体 

この事業の実施主体は、都道府県（指定都市及び児童相談所設置市、事業を実

施する翌年度に児童相談所を設置する予定の市区を含む。以下同じ。）とする。

なお、都道府県は第３に掲げる事業内容の全部又は一部について、里親会、児童

家庭支援センター、児童養護施設、乳児院、ＮＰＯ法人等、当該事業を適切に実

施することができると認めた者（以下「民間機関」という。）に委託して実施で

きることとする。 

 

２ 里親支援機関の指定 

都道府県は、第３に掲げる事業を実施する際、委託先を里親支援機関（Ａ型）

として指定するものとする。 

この場合、都道府県は、所管区域外において第３に掲げる事業を適切に実施す

ることができると認めた者についても、里親支援機関（Ａ型）として指定し、委

託することができる。 

また、里親会、児童家庭支援センター、里親支援専門相談員を置く児童養護施

設又は乳児院であって、事業の委託を受けずに第３に掲げる事業を行っている者

については、その役割を明示するため、里親支援機関（Ｂ型）として指定するこ

と。 

 

第３ 支援対象 

  本事業の支援対象は、里親等及び委託児童等とし、委託解除後の自立支援も含む。 

 



第４ 事業内容 

１ 里親制度等普及促進・リクルート事業 

（１）趣旨 

里親制度、ファミリーホーム及び養子縁組制度（以下「里親制度等」という。）

の普及及び里親委託の推進のためには、里親制度等への社会の理解を深め広く

一般家庭から里親や養子縁組によって養親となることを希望する者（以下「養

親希望者」という。）を求めるとともに、保護を要する子どもが家庭と同様の

養育環境の中で安心、安全に生活できるよう支援していくことが重要である。 

このため、一般家庭に対し里親経験者や養子縁組により養親となった者（以

下「養親」という。）による講演や説明を行い、保護を要する子どもの福祉へ

の理解を深めるとともに、積極的なリクルート活動等を実施することにより、

里親の確保を図るものである。 

（２）事業内容 

里親経験者又は養親による講演会や里親制度等の説明会等を積極的に実施

するなど、里親制度等の広報活動を行うことにより、養育里親を開拓するとと

もに、養子縁組を円滑に推進するため養子縁組里親を開拓する。 

（３）事業の実施体制 

事業の実施に当たっては、里親制度等の普及啓発活動の企画及び実施、里親

になることを希望する者及び養親希望者（以下「里親等希望者」という。）に

対する里親の役割や意義等の説明、里親等希望者のアセスメント等の主たる担

当者（以下、「里親リクルーター」という。）を配置することができる。 

また、里親リクルーターの業務を補助する職員（リクルーター補助員）を配

置することができる。 

（４）里親リクルーターの資格要件 

里親リクルーターの資格要件は、次の①から⑤のいずれかに該当する者とす

る。 

① 社会福祉士 

② 精神保健福祉士 

③ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）（以下「法」という。）第 13 条の

第３項各号のいずれかに該当する者 

④ 里親として、又は小規模住居型児童養育事業、児童養護施設、乳児院、児

童心理治療施設若しくは児童自立支援施設において子どもの養育に５年以

上従事した者であって、里親制度等への理解及びソーシャルワークの視点を

有する者 

⑤ 都道府県知事（指定都市及び児童相談所設置市、事業を実施する翌年度に

児童相談所を設置する予定の市区の長を含む。以下同じ。）が①から④に該

当する者と同等以上の能力を有すると認めた者 

（５）留意事項 

① 講演会・説明会等の実施時期、実施回数等について、より多くの対象者が

参加できるように配慮すること。 

② 養子縁組里親への登録を希望しない養親希望者についても、積極的に講演



会・説明会に参加することが可能となるよう、十分配慮すること。 

③ 地域において児童福祉に理解がある者や子どもの養育を希望する者など

を把握し、地域の子育て支援を担う市町村との連携は極めて重要であること

から、市町村と連携したリクルート活動等に努めること。 

 

２ 里親研修・トレーニング等事業 

（１）趣旨 

里親登録及び登録の更新に必要となる基礎研修・登録前研修及び更新研修、

子どもが委託されていない里親や子どもを委託されている里親（以下、「未委

託里親等」という。）に対する子どもを委託された際に直面する様々な事例に

対応するトレーニングを実施し、養育の質を確保するとともに、委託可能な里

親を育成すること等により、更なる里親委託の推進を図る。 

（２）事業内容 

必須事業として、次の①を行うこと。また、②及び③についても実施に努め

ること。 

①基礎研修・登録前研修及び更新研修 

ア 養育里親研修 

研修の対象者、実施方法等は平成 21 年３月 31 日雇児発第 0331009 号厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「養育里親研修制度の運営について」

により定められたものとすること。 

イ 専門里親研修 

研修の対象者、実施方法等は平成 14 年９月５日雇児発第 0905003 号厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「専門里親研修制度の運営について」

により定められたものとすること。 

ウ 養子縁組里親研修 

研修の対象者、実施方法等は平成 29 年３月 31 日雇児発 0331 第 37 号厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「養子縁組里親研修制度の運営につ

いて」により定められたものとすること。 

②未委託里親等に対するトレーニング事業 

養育里親、専門里親、養子縁組里親であって、トレーニングを受けること

を希望する者のうち、都道府県知事が適当と認めた里親に対し、次のア及び

イを行うものとする。 

ア 未委託里親等の養育技術の習熟度の状況により必要な期間を通じて、次

の（ア）から（ウ）について継続かつ反復して実施すること。 

（ア）事例検討・ロールプレイ 

（イ）外部講師による講義の実施 

（ウ）施設及び既に子どもが委託されている里親宅等における実習 

イ 未委託里親等の養育技術の習熟度について把握するため、トレーニング

を終了した里親のリストを作成すること。 

③フォスタリング業務職員研修参加促進事業 

都道府県は、フォスタリング業務に携わる職員（児童相談所及び民間機関



の職員）の研修参加を促進するため、以下の支援を行うこと。 

なお、対象となる研修は別に定めるところによること。 

ア 研修に関する情報提供 

イ 研修希望者の登録 

ウ 研修に参加するための研修代替職員雇上費の支給 

（３）事業の実施体制 

事業の実施に当たっては、（２）の①及び②の主たる担当者として里親トレ

ーニング担当職員（以下、「里親トレーナー」という。）を配置することがで

きる。 

里親トレーナーは児童相談所へ定期的に又は随時に研修及びトレーニング

状況を報告すること。 

また、児童相談所は必要に応じ適宜里親トレーナーから研修及びトレーニン

グ状況を聴取し、その把握に努めること。 

（４）里親トレーナーの資格要件 

里親トレーナーの資格要件は、第３の１の（４）の①から⑤のいずれかに該

当する者とする。 

（５）留意事項 

① 基礎研修・登録前研修及び更新研修の実施時期、実施回数等について、よ

り多くの対象者が参加できるように配慮すること。 

② 専門里親研修の通信教育及びスクーリングは、社会福祉法人恩賜財団母子

愛育会に委託することができること。 

③ ファミリーホームの養育者及び補助者は、家庭養護の担い手であることか

ら、児童福祉法施行規則第１条の 34 及び第１条の 37 第２号に定める研修そ

の他の資質の向上を目的とした研修を受講し、その養育の質の向上を図るよ

う努めなければならない。 

④ 養子縁組里親への登録を希望しない養親希望者についても、養子縁組家庭

の養育環境の向上の観点から、各種研修に参加することが可能となるよう、

十分配慮すること。 

⑤ （３）の②のアの（ア）に定める事例検討における事例の設定については、

未委託里親等が里親になろうとした動機や委託されている子どもの特性等

の個々の未委託里親等の状況を考慮すること。 

 

３ 里親委託推進等事業 

（１）趣旨 

家庭における養育環境と同様の養育環境における養育が適切であると判断

された子どもを里親等へ委託するにあたり、当該子どもと里親との交流や関係

調整を十分に行うこと等により、最も適した里親を選定するとともに、個々の

子どもの状況を踏まえ、その課題解決等に向けて適切に養育を行うための計画

を作成することにより、子どもの最善の利益を図るものである。 

（２）事業内容 

この事業は、次の①及び②を行うこととする。 



①里親とのマッチング 

家庭における養育環境と同様の養育環境における養育が適切であると判

断された子どもについて、その子どもに最も適合すると考えられる委託候補

里親の選定及び委託に向けた調整又はその支援等を行う。 

②自立支援計画の作成 

里親又は小規模住居型児童養育事業を行う者（以下「ファミリーホーム」

という。）へ委託された子どもの養育の内容や自立に向けた支援内容等につ

いて記載した自立支援計画の作成・定期的な見直し又はその支援を行う。 

（３）事業の実施体制 

この事業は、主たる担当者として里親等委託調整員を配置するとともに、関

係機関と連携し里親等への委託を円滑に進めるため、都道府県の単位及び児童

相談所の単位において、里親委託等推進委員会を設置することとする。 

①里親等委託調整員等の配置 

事業の実施にあたっては、里親支援事業全体の企画及び里親等と乳児院等

の児童福祉施設（以下「施設」という。）、市町村を含む関係機関との円滑

な調整、自立支援計画作成等を行う里親等委託調整員を配置すること。 

また、里親等委託調整員の業務を補助する職員（委託調整補助員）を配置

することができる。 

②里親委託等推進委員会の設置 

ア 里親委託等推進委員会は、児童相談所の里親担当職員、里親等委託調整

員、施設の里親支援専門相談員及び里親により構成し、必要に応じ学識経

験者や市町村の子育て支援担当職員等に対し本委員会への参加を依頼す

ること。 

イ 里親委託等推進委員会は、各都道府県又は各児童相談所管内における里

親委託等に関する目標を設定すること。 

ウ 里親委託等推進委員会は、事業の実施にあたり必要な助言・指導を行う

こと。 

エ 里親委託等推進委員会は、里親支援事業の実施状況について、第三者に

よる視点からの評価を行うことができること。この場合、委員会の構成員

に必ず学識経験者を加えること。 

オ 里親委託等推進委員会の構成員は、事業の実施上知り得た子どもや里親

又はファミリーホームに関する秘密を正当な理由なく漏らしてはならな

いこと。 

（４）里親等委託調整員の資格要件 

里親等委託調整員は、里親制度等に対する理解があり、子どもの立場にたっ

て事業を推進することができる者であって、第３の１の（４）の①から⑤のい

ずれかに該当する者とする。 

（５）事業の実施方法 

①里親とのマッチング 

ア 委託候補里親の選定にあたっては、平成 23 年３月 30 日雇児発 0330 第

９号「里親委託ガイドラインについて」の別紙「里親委託ガイドライン」



の内容を踏まえ、子どもの最善の利益が確保されるよう、子どもと里親と

の交流や関係調整を十分に行うこと。 

イ 子どもと里親との交流や、短期間の宿泊体験等については、児童相談所

の里親担当職員や子ども担当職員、施設の里親支援専門相談員と連携しな

がら相性確認等を行い、最適な里親等への委託となるよう努めること。 

ウ 里親等に対し、施設に入所している子どもとの交流の機会を設けるな

ど、子どもや施設に対する理解を深めるための取組を実施すること。 

②里親又はファミリーホームへ委託された子どもに係る自立支援計画作成 

ア 自立支援計画は、子ども本人及びその保護者並びに里親又はファミリー

ホームの意向を十分に尊重するとともに、児童相談所の里親担当職員や子

ども担当職員及び関係機関の意見や協議などを踏まえ作成すること。 

イ 自立支援計画は、子どもの養育の内容、子ども及び里親又はファミリー

ホームの生活全般についての解決すべき課題、子ども及び里親又はファミ

リーホームに対する支援の目標並びに達成時期、子ども及び里親又はファ

ミリーホームに対する支援の内容並びにその他都道府県知事が必要と認

める事項について規定すること。 

ウ 自立支援計画を作成した後は、計画が適切に実行されているか否かにつ

いて十分把握するとともに、目的の達成状況などから、支援効果について

客観的な評価を行うなど、定期的に計画の見直しを行うこと。 

     

４ 里親訪問等支援事業 

（１）趣旨 

里親や養親などが養育に悩んだ際には、一人で抱え込むのではなく、子育て

の悩みを相談しながら、社会的につながりをもち、孤立しないことが重要であ

る。 

このため、里親等（里親の同居人及び小規模住居型児童養育事業（ファミリ

ーホーム）の補助者並びに養親及び養親希望者を含む。以下４（１）、（２）、

（３）及び（５）において同じ。）に対し、里親等相互の相談援助や生活援助、

交流の促進など、子どもの養育に関する支援を実施することによりその負担を

軽減し、もって適切な養育を確保する。 

（２）事業内容 

この事業は、必須事業として、次の①及び②を行うものとする。また、③及

び④についても実施に努めること。 

①里親等への訪問支援 

現に子どもを養育している里親等やレスパイト・ケアや子育て短期支援事

業（以下「レスパイト・ケア等」という。）など短期間養育している里親、

ファミリーホームからの相談に応じるとともに、里親等に定期的に訪問し子

どもの状態の把握や里親等への指導等を行う。 

なお、里親の負担を軽減するため、里親又は里親経験等を有する者の中か

ら、里親家庭への訪問による援助を実施する者（以下「援助者」という。）

を選定、研修の上登録し、里親からの相談・援助の求めに応じて派遣し、家



事や養育補助など生活援助や養育相談など相互援助活動を行うことができ

る。 

さらに、里親やファミリーホームに対するレスパイト・ケアについて、里

親やファミリーホームとこれを受入れる里親やファミリーホームや施設の

間の調整を行う。 

②里親等による相互交流 

里親等や里親となることを希望する者が集い、養育についての話し合いを

行う等相互の交流を定期的に行い、情報交換や養育技術の向上等を図る。 

③親子の再統合に向けた面会交流支援 

親子の再統合に向けて、保護者からの相談に応じるとともに、子どもと保

護者の面会交流の調整を行う。併せて、現に子どもを養育する里親等ヘの支

援を行う。 

④夜間・土日の相談支援体制の整備 

平日の昼間に相談することが困難な共働きの里親家庭等に対して、適確に

相談支援を行うため、里親支援機関における平日夜間、土曜、日曜及び祝日

の相談支援体制を整備する。 

（３）事業の実施体制 

この事業は、主たる担当者として里親等相談支援員を配置して実施するこ

と。 

また、里親等相談支援員の業務を補助する職員（相談支援員補助員）を配置

することができる。 

併せて、里親等へ委託された子どもであって、虐待等により特に専門性の高

い支援が必要とされる子どもに対して、心理面からの訪問支援を行うため、心

理訪問支援員を配置することができる。 

（４）担当者の資格要件 

① 里親等相談支援員の資格要件は、第３の１の（４）の①から⑤のいずれか

に該当する者とする。 

② 心理訪問支援員の資格要件は、次のいずれかに該当する者とする。 

ア 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）の規定による大学の学部で、心理

学を専修する学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者であ

って、個人及び集団心理療法の技術を有する者 

イ 都道府県知事がアに該当する者と同等以上の能力を有すると認めた者 

（５）事業の実施方法 

①里親等への訪問支援 

ア 里親等に定期的に訪問することにより、委託された子ども又は養子（以

下「委託された子ども等」という。）の養育状況の把握に努め、委託され

た子ども等の養育に関する適切な指導や助言を行うこと。 

イ 里親等から援助の依頼があった場合には、援助者・里親等の双方の調整

を行い、援助の期間、内容などを決定すること。 

ウ 援助者は、里親経験者など子どもの養育に経験のある者であって、当該

里親等や当該里親等に委託されている子ども等と面識があるなど、当該委



託されている子ども等の援助にも有効と認められる者であることが望ま

しいこと。 

エ 援助にあたっては、子どもの委託後間もないときや里親等が養育に不安

を感じ始めたとき、多人数を委託しているとき等里親等の状況を把握し、

適切な援助が受けられるよう留意すること。 

オ 里親等への訪問により、児童相談所による指導が必要である場合や委託

された子ども等を里親等が養育することが不適切であると判断した場合

には、速やかに児童相談所に報告すること。 

カ 援助者は里親等相談支援員に援助結果を報告し、必要な場合には援助の

継続について調整を行うこと。 

キ 里親等が円滑にレスパイト・ケア等を利用できるよう、受け入れ先とな

る里親や施設の里親支援専門相談員との間で、予め里親等に関する情報を

共有しておくとともに、実際のレスパイト・ケア等の受け入れを通じて、

里親と里親支援専門相談員との信頼関係を築くよう努め、関係性が構築さ

れた後には、当該里親に対する訪問支援について、里親支援専門相談員を

積極的に活用すること。 

②里親等による相互交流 

ア 相互交流は定期的に実施するものとし、必要に応じて児童相談所の里親

担当職員や子ども担当職員、児童福祉司経験者、里親支援専門相談員、里

親経験者などに参加を求めるものとすること。 

イ 相互交流の実施にあたっては、里親等が主体となって企画するものと

し、必要に応じて児童相談所の里親担当職員や子ども担当職員、施設の里

親支援専門相談員と連携を取りながら支援にあたるものとする。 

③親子の再統合に向けた面会交流支援 

ア 保護者と子どもの面会交流のための場所の確保を含めた調整を行うこ

と。 

イ 調整に当たっては、子どもと保護者、里親との関係性に留意すること。 

ウ 保護者の不安や悩み等の相談に応じるとともに、里親に対しても、交流

の重要性等について十分に説明すること。 

エ 交流前後の子どもの心身の状況等に応じて、里親が様々な場面で適切な

対応を行うことができるよう、必要な助言や相談等の支援を行うこと。 

④夜間・土日の相談支援体制の整備 

ア 平日の夜間や早朝など通常の開所時間外の時間、土曜日、日曜日、国民

の祝日及び休日（以下「夜間休日等」という。）の相談支援体制を整備す

ること。 

イ 24 時間 365 日の相談支援を実施する場合においては、夜間休日等につい

て、年間を通じて相談支援体制を整備すること。 

ウ 相談支援に当たっては、十分に経験を積んだ者を充てるなど、適切な指

導や助言を行えるよう留意すること。 

エ 外部委託や宿日直職員の配置等により相談を受け、必要に応じて、適切

な指導や助言を行える者に繋げる等の手法も可能とする。 



オ 相談窓口について、共働きの里親家庭だけではなく、多くの里親が利用

できるよう広く周知すること。 

 

５ 里親等委託児童自立支援事業 

（１）趣旨 

里親等において、進学・就職等の自立支援及び委託解除後のアフターケアは

重要である。里親等における自立支援体制の強化など子どもの自立に向けた継

続的・包括的な体制を構築することで、委託された子ども等の委託解除前後の

自立に向けた支援の充実を図る。 

（２）事業内容 

この事業は、次の①から⑥を行うものとする。 

①自立支援計画作成への助言及び進行管理 

②児童の学習・進学支援、職業指導、就労支援等に関する社会資源との連携、

他施設や関係機関との連携 

③高校中退者など個別対応が必要な子どもに対する生活支援、再進学又就労支

援等 

④委託解除前からの自立に向けた相談支援等 

⑤委託解除後の継続的な状況把握及び相談援助 

⑥その他子ども等の自立支援に資する業務 

（３）事業の実施体制 

この事業は、主たる担当者として自立支援担当支援員を配置して実施するこ

と。 

（４）自立支援担当支援員の資格要件 

自立支援担当支援員の資格要件は、第４の１の（４）の①から⑤のいずれか

に該当する者とする。 

（５）事業の実施方法 

① 自立支援担当支援員は、委託解除前及び進学又は就職により委託解除した

18 歳以上の者（義務教育終了後就職により委託解除した者又は委託解除後に

離職、退学する等自立支援が必要と都道府県等が認めた者を含む）（以下「ア

フターケア対象者」という。）への支援を実施すること。 

②自立支援担当支援員は、次のいずれかの方法で支援を行うこと。 

ア アフターケア対象者の職場や自宅等を訪問し、相談支援を行う。 

イ アフターケア対象者がフォスタリング機関等を来所し、相談支援を行

う。 

ウ アフターケア対象者に対して電話やメール等により相談支援を行う。 

 

６ 共働き家庭里親委託促進事業 

（１）趣旨 

官民が連携して里親委託と就業の両立を可能とする取組を試行的に実施し、

当該取組に関する分析・検証の成果を全国的に普及拡大することにより、共働

き家庭における里親委託の促進を図る。 



（２）事業内容 

里親として委託を受けた一定期間に取得できる独自の休暇制度の導入や在

宅勤務制度の導入など、里親に委託された子どもの養育と就業との両立が可能

となるような取組（以下「取組」という。）について、里親支援機関が企画・

立案し、その実践を民間企業等に委託するとともに、得られた取組結果につい

て、里親支援機関と実践した民間企業とで連携して分析・検証を行う。 

（３）留意事項 

① 取組の企画・立案にあたっては、実際に委託を受けている共働き家庭の里

親の意見を十分に踏まえること。 

② 取組の委託先は、事業の趣旨から、里親制度に対する知識と理解を有する

民間企業等への委託を優先的に考慮することとし、事業を適切に遂行できる

民間企業等の開拓に努めること。 

③ 取組を実践する際には、里親支援機関と委託を受けた民間企業等の間で事

前に調整等を行い、企画・立案した内容が円滑に実施されるよう配慮するこ

と。 

７ 障害児里親等委託推進モデル事業 

（１）趣旨 

子どもの最善の利益を実現していくため、障害の有無を問わず、全ての子ど

もが家庭的な環境で養育される必要があり、障害児の養育について不安や負担

を感じている里親等に対する支援体制を構築することが重要となっている。 

このため、障害児やその養育者への支援に関して専門的なノウハウを有する

児童発達支援センター・障害児入所施設等と連携し、障害児の養育を行う里親

等を訪問して必要な支援を行うなど、障害児養育に係る里親等の負担軽減に向

けた支援体制の構築を図る。 

（２）事業内容 

この事業は、次の①から④を行うものとする。 

①障害児を養育する里親等の支援ニーズの把握 

②障害児施設との連絡調整 

③障害児施設職員との連携による支援 

④その他児童福祉サービスや障害福祉サービス等との連携支援 

（３）事業の採択及び実施状況報告について 

上記（２）の事業を実施する都道府県等は、別に定めるところにより応募す

ること。提案された事業について、厚生労働省による事前の審査を経て採否を

決定するものとする。 

事業を実施した都道府県等は、事業終了後、事業の効果や課題を検証した上

で、実施状況について別に定めるところにより翌年度４月末日までに厚生労働

省に報告すること。なお、報告された実施状況については、厚生労働省が関係

する会議（全国部局長会議等）や厚生労働省ホームページにおいて公表する場

合があるものとする。 

 

８ 里親等委託推進提案型事業 



（１）趣旨 

里親等委託推進に向けて意欲的に取り組む地方公共団体が行う先駆的な取

組を支援し、効果的な取組事例を全国的に展開することで里親等委託の一層の

推進を図る。 

（２）事業内容 

都道府県等が提案する里親等委託推進に向けた先駆的な取組であって、厚生

労働省が適当と認めた事業について採択を行い、当該事業の実施に必要な費用

を補助する。 

（３）事業の実施要件 

①対象事業 

この事業は、（４）に定める評価指標を設定の上、次のアからウまでのい

ずれかに該当する先駆的な事業を対象とする。 

ア 里親等委託の促進を図る事業 

イ 特別養子縁組の促進を図る事業 

ウ その他特に里親等委託推進に資すると考えられる事業 

②事業周知のための広報媒体の作成 

ア 実施した取組を全国的に展開できるよう広報媒体を作成すること。 

イ 広報媒体については、全国会議（部局長会議等）や厚生労働省ホームペ

ージにおいて公表する場合があること。 

（４）評価指標（ＫＰＩ）の設定等 

① 事業の実施にあたり、提案する事業に関連した評価指標（ＫＰＩ）を設定

すること。 

② 評価指標（ＫＰＩ）は、都道府県等のホームページ等により、事業の取組

内容等とともに公表するなど「見える化」を行うこと。 

③ ①により設定した評価指標（ＫＰＩ）を達成できなかった場合は、その原

因を分析し、国に報告すること。なお、政策効果が低いと認められる場合は、

補助金を返還させることがある。 

（５）事業の採択及び実施状況報告について 

上記（３）①の事業を実施する都道府県等は、別に定めるところにより応募

すること。提案された事業について、厚生労働省による事前の審査を経て採否

を決定するものとする。 

事業を実施した都道府県等は、事業終了後、事業の効果や課題を検証した上

で、実施状況について別に定めるところにより翌年度４月末日までに厚生労働

省に報告すること。 

 

第５ 事業の実施に当たっての留意事項等 

１ 統括責任者の配置 

第３の１から４の事業のうち、３以上の事業を実施する場合には、支援業務を

統括する者（以下「統括責任者」という。）を配置することができる。 

統括責任者は、フォスタリング業務等の十分な経験を有し、第３の１の（４）

の①から⑤以下のいずれかに該当する者とする。 



なお、一連のフォスタリング業務は、里親の強みと課題を理解し、里親や子ど

もとの間の信頼関係を築く観点から、一貫した体制の下に、継続的に提供される

ことが望ましい。このため、民間機関にフォスタリング業務を委託する場合には、

同項の規定により一部の業務のみを委託することも可能であるが、一連の業務を

包括的に委託することが望ましいこと。 

 

２ 市町村連携コーディネーターの配置 

第４の１から５の事業等について、地域の子育て支援を担う市町村との連携し

た取組を推進するため、市町村連携コーディネーター（以下「コーディネーター」

という。）を配置し、市町村と連携した活動をすることができる。 

コーディネーターは、フォスタリング業務等の十分な経験を有し、第４の１の

（４）の①から⑤以下のいずれかに該当する者とする。 

なお、次の（１）から（５）までの取組を通して市町村との連携を図ること。 

（１）地域資源を通じてターゲットを絞った里親のリクルート活動の実施 

（２）児童相談所が保有する里親情報の共有 

（３）地域の子育て支援の資源としての里親家庭の活用 

（４）子育て短期支援事業のマッチングやショートステイ期間中の支援 

（５）その他市町村との連携に資する取組 

 

３ 設備 

   本事業の実施にあたっては、次の設備を設けるものとする。 

（１）事務室 

（２）相談室等、里親等が訪問できる設備 

（３）その他、事業を実施するために必要な設備 

 

４ 里親支援機関等の守秘義務 

法第 11 条第１項第２号へにおいては、都道府県（児童相談所）における里親

に関する業務が規定され、同条第４項及び児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生

省令第 11 号）第１条の 41 で、当該業務に係る事務の全部又は一部を、都道府県

知事が当該業務を適切に行うことができる者と認めた者に委託することができ

ることとされているが、これらの規定により委託を受けた者について、法第 11

条第５項においてその守秘義務が規定されている。 

また、里親支援専門相談員を配置する乳児院又は児童養護施設や児童家庭支援

センターが、里親支援機関（Ｂ型）として指定を受け支援を行う場合においても、

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号）第 14

条の２において児童福祉施設の職員としての秘密保持義務が規定されている。 

なお、里親会やＮＰＯ法人など、児童福祉施設以外のものが里親支援機関（Ｂ

型）として指定を受けて支援を行っている場合には、秘密保持義務は課されてい

ないが、その業務上知り得た個人情報の取り扱いについては、次に掲げる事項を

遵守すること。 

（１）正当な理由がなく、業務上知り得た支援対象者又はその家族の秘密を漏らし



てはならないこと。 

（２）個人情報が記された資料を、支援の実施以外の目的で複写又は複製してはな

らないこと。作業の必要上、複写又は複製した場合は、作業終了後、適切な方

法で破棄しなければならないこと。 

（３）個人情報漏洩等問題となる事案が発生した場合には、事案の発生した経緯及

び被害状況等について、記録に残すとともに、被害の拡大の防止及び復旧等の

ための必要な措置を講ずること。 

（４）その保有する個人情報にアクセスする権限を有する者をその利用目的を達成

するために必要最小限の人員に限ること。 

（５）（１）から（４）の内容を含め、個人情報の取り扱いに関し、規定を設け、

適切に保護し、管理すること。 

 

５ 養子縁組民間あっせん機関への委託 

養子縁組里親等への支援については、養子縁組民間あっせん機関（民間あっせ

ん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律（平成 28 年

法律第 110 号）第６条第１項の許可を受けて養子縁組あっせん事業を行う者をい

う。）に委託可能であること。 

 

６ フォスタリング機関（里親養育包括支援機関）及びその業務に関するガイドラ

イン 

事業の実施に当たっては、『「フォスタリング機関（里親養育包括支援機関）

及びその業務に関するガイドライン」について』（平成 30 年７月６日子発 0706

第２号）の別添「フォスタリング機関（里親養育包括支援機関）及びその業務に

関するガイドライン」で示した内容を十分に踏まえて実施すること。 

 

第６ 経費の補助 

国は、都道府県がこの事業のために支出した費用について、別に定めるところに

より補助するものとする。 


